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序　はじめに
　民法（債権関係）改正法は、「民法の一部を改正する法律」（平成 29 年法律





























成年後見法（1999 年）、担保・執行法（2003 年）、現代語化（2004 年）、保証・
根保証（2004 年）、法人法（2006 年）、相続法（2013 年）、親族法（2011 年、
2016 年）などと民法全体に及ぶ少なからぬ改正が行われてきた（２）。
１　民法（債権関係）改正に関するわが国の主な動向
　 　2017 年５月 26日に成立し、2020 年４月１日に施行される民法（債権関係）
の改正法は、以下のような経緯をたどって制定されるに至った。
　（ 1 ） 1998 年 10 月６日、日本私法学会シンポジウム（能見善久他）『債権
法改正の課題と方向』別冊 NBL51 号
　（ 2 ） 2006 年３月１日、内田貴他「特別座談会債権法改正に向けて（上・下）ー
民法改正委員会の議論の現状」ジュリスト 1307 号、1308 号
　（ 3 ）2008 年９月 10 日、椿寿夫他編『民法改正を考える』日本評論社
　（ 4 ） 2008 年 10 月 13 日、日本私法学会シンポジウム「日本民法典財産法
の改正」ジュリスト 1362 号、私法 71 号
　（ 5 ） 2009 年１月１日、民法改正研究会（代表：加藤正信）「日本民法典財
産法改正試案」判例タイムズ 1182 号４頁
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　（ 7 ） 2009 年９月 15 日、民法債権法改正検討委員会『詳解・債権法改正の
基本方針Ⅰ～Ⅴ』商事法務
　（ 8 ）2010 年 11 月 24 日、法制審議会民法（債権関係）部会第１回会議開催
　（ 9 ） 2011 年６月 20 日、『民法（債権関係）の改正に関する中間的な論点
整理の補足説明』商事法務
　（ 9 ） 2011 年８月 22 日、『民法（債権関係）部会資料集第１集〈第１巻〉
議事録と部会資料』商事法務。順次、第１集第２巻～第６巻、第２集
第１巻～第 12 巻、第３集第１巻～第６巻刊行。
　（ 9 ） 2013 年４月 18 日、商事法務編『民法（債権関係）の改正に関する中
間試案（概要付き）』商事法務
　（10） 2013 年５月 24 日、『民法（債権関係）の改正に関する中間的試案の
補足説明』商事法務
　（11） 2014 年 10 月 20 日、瀬川信久編『債権法改正の論点とこれからの検
討課題』別冊 NBL147 号
　（12） 2015 年２月 24 日、法務大臣への「民法（債権関係）の改正に関する
要綱」答申
　（13） 2015 年５月 25 日、『民法（債権関係）の改正法案新旧対照条文』商
事法務


























ドイツでは 2001 年に債権法が改正され、2002 年から施行されている。関連
する特別法（消費者法や約款法等）を民法典に取り入れる「大きな解決」が
選択された。また、フランスでも、改正フランス民法典が 2016 年 10 月１日
から施行された。
（ 4 ）東アジア法
　中国では、民法通則 1987 年１月、民法通則意見 1988 年１月、担保法 1995
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2007 年 10 月施行、不法行為法 2010 年７月施行、民法総則 2017 年成立。
2020 年を目途に民法典の制定を計画している。
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　（ 1 ）成年年齢引き下げ
　 　未成年者について、成年年齢を 18 歳に引き下げる改正法（４条　年齢
18 歳をもって、成年とする）が、2017 年の民法改正法成立後の 2018 年６







































































しない（最判昭和 37・10・２民集 16 巻 10 号 2059 頁など）。しかし、代理
権濫用に該当することは考えられる（『部会資料』66 Ａ・20 頁参照）。
　 　自己契約・双方代理の相手方からの転得者等に対しては、従前の判例（最

































（11） 　近江幸治『民法講義Ⅰ民法総則［第６版補訂］』273 頁（成文堂、2014 年）（以下、『近
江』と略す）参照。ただし、第７版 262 頁（2018 年）では従来の学説の紹介部分は削
除されている。
（12） 　『一問一答』29 頁参照。











（最判平成 6・5・31 民集 48 巻４号 1029 頁）の結論を明文化したものである。
　（11）時効
　 　時効総則（145 条～ 157 条、161 条）についてはⅤで後述する。消滅時効

























　 　錯誤に関する改正法 95 条について、前述した第１から第４までの改正点
について、若干の整理分析を行う。






誤の成否が決まるとする学説及び判例（大判大正３・12・15 民録 20 輯
1101 頁等）により、改正法では、「その錯誤が法律行為の目的及び取引上
（13） 　『詳解・基本方針』Ⅰ 103 ～ 120 頁、『潮見』7 頁、『一問一答』19 頁、『ポイント』
20 頁、『我妻ほか・コンメンタール』199 頁、『実務解説』８頁、『要点解説』22 頁、『詳
説改正３頁』、田中嗣久＝大島一悟『民法改正がわかった』16 頁（法学書院、2017 年）、
鎌野邦樹編『民法（債権関係）改正と不動産取引の実務』80 頁以下（日本加除出版、
2018 年）、中舎寛樹『民法総則［第２版］』106 頁、212 頁（日本評論社、2018 年）（以下、
『中舎』と略す）など参照。
































我妻 297 頁、大判大正６・２・24 民集 23 輯 284 頁（受胎良馬売買事件、
意思表示の内容になったときは法律行為の要素となり、無効）、最判昭和






　　 　最近の判例（最判平成 28・１・12 民集 70 巻１号１頁、最判平成 28・















　　 　このことを潮見教授は、改正法 95 条２項にいう「表示」は「意思表示」
を意味し、「表示されていた」とは「意思表示の内容になっていた」とい






















































（15） 　商事法務編『中間試案・概要付き』別冊 NBL143 号５頁参照。
（16） 　『潮見』29 頁、『一問一答』20 頁『実務解説』12 頁、『要点解説』26 頁参照。







　◆  95 条３項について、表意者が重過失で相手方が一般の過失にとどまる場
合において表意者の取消により相手方に多額の損害が発生したとき、ど
のような解決が可能であろうか。




表見代理の重畳適用（109 条と 110 条の重畳、112 条と 110 条の重畳）規定が
明文化された。その改正条項は、以下の通りである。
　（ 1 ）代理権の濫用
　 【改正法 107 条】代理人が自己又は代理人の利益を図る目的で代理権の範囲
内の行為をした場合について、相手方がその目的を知り、又は知ることが
できたときは、その行為は、代理権を有しない者がした行為とみなす。
　（ 2 ）109 条と 110 条の重畳適用








　（ 3 ）112 条と 110 条の重畳適用
















　　　① 心裡留保説（93 条ただし書きを類推適用する見解）。最判昭和 38・９・
５民集 17 巻８号 909 頁、最判昭和 42・４・20 民集 21 巻３号 697 頁、
最判平成４・12・10 民集 46 巻９号 2727 頁などがある。
　　　② 表見代理説（権限外の行為の表見代理に関する 110 条を類推適用す
る見解）。
　　　③ 権利濫用・信義則違反説（相手方が悪意又は重過失でありながら有
（17） 　『ポイント』42 頁以下、『Before/After』42 頁、『実務解説』36 頁、『要点解説』41 頁
参照。
（18） 　近江幸治『民法講義Ⅰ民法総則［第６版補訂］』256 頁など参照。






















































号 13 頁（商事法務、2013 年）参照。　
（20） 　平山也寸志「民法（債権関係）改正における「代理権濫用」の明文化の検討の覚書」
清水元他編『平井一雄先生喜寿記念　財産法の新動向』601 頁～ 639 頁（信山社、2012
年）参照。













交換契約が締結された場合について、最判昭和 45・７・28 民集 24 巻
７号 1203 頁は、109 条の表示責任と相手方がこれを信じたことに正当
な事由があることから 110 条の競合適用を認めた。





23 巻 626 頁は、代理権消滅後の代理行為であるという点につき 112 条
の法意を類推し、従前の代理権を超える代理行為である点につき 110
条の法意を類推して、善意・無過失の第三者を保護した。最判昭和
32・11・29 民集 11 巻 12 号 1994 頁も同旨である。
　　　 　基本方針では、【１．５．35】について、旧法 109 条に対して、「その
他人がその代理権の範囲を超えて相手方との間でした行為について
（21） 　『一問一答』28 頁、『要点解説』48 頁、『中舎』376 頁参照。
187 － －民法（債権関係）改正の意義と課題（1）民法総則等（鳥谷部）
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なる。例：追認・追認拒絶に関する民法 113 条・116 条、相手方の催告
権に関する民法 114 条、相手方の取消権に関する 115 条、無権代理人の
責任に関する 117 条等（『潮見』21 頁）。
　◆ 無権代理人の相続（無権代理人相続型、本人相続型、双方相続型）につ
いては、それぞれについて最高裁判例があったが、改正が見送られた。
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148 条）又は「更新」（152 条）に、時効中断を「完成猶予」（149 条）に、
催告を「完成猶予」（150 条）に、新たに「協議を行う旨の合意による時効」
を「完成猶予」（151 条）に、時効の停止を「完成猶予」（158 条～ 161 条）に、
それぞれ変更が行われた。さらに、消滅時効について、第３に、消滅時効
期間の再構成（166 条～ 169 条）、第４に、職業別短期消滅時効制度の廃止



































































　【改正法 170 条から 174 条まで削除】
２　整理・分析
　（ 1 ）時効の援用権者の範囲（22）
　 　旧法 145 条は、「時効は、当事者が援用しなければ、―――裁判をするこ
とができない」と規定していたが、当事者には、当該債権の当事者だけで







　①保証人・連帯保証人→肯定（大判大正４・７・13 民録 21 輯 1391 頁など）
　②物上保証人→肯定（最判昭和 43・９・26 民集 22 巻９号 2002 頁など）
　③ 担保不動産の第三取得者→肯定（最判昭和 48・12・14 民集 27 巻 11 号
1586 頁など）




19 民集 46 巻３号 222 頁）
　⑦ 弁済期後の譲渡担保目的物の譲受人→肯定（最判平成 11・２・26 判例時
報 1671 号 67 頁）
　⑧一般債権者→否定（大判大正８・７・４民録 25 輯 1215 頁など）
　⑨後順位抵当権者→否定（最判平成11・10・21民集 53巻７号 1190 頁）など








（23） 　近江幸治『民法講義Ⅰ民法総則［第 6版補訂］』374 頁以下参照。
















及び更新」（147 条、148 条）又は「更新」（152 条）に、時効中断を「完成
猶予」（149 条）に、催告を「完成猶予」（150 条）に、新たに「協議を行う
旨の合意による時効」を「完成猶予」（151 条）に、時効の停止を「完成猶予」





（24） 　商事法務編『中間試案・概要付き』別冊 NBL143 号 31 頁、『一問一答』42 頁参照。
































こととした（『Before/After』64 ～ 67 頁）。














債務不履行 主観的起算点 ５年（166 条１項１号） ５年（166 条１項１号）
客観的起算点 10 年（166 条１項２号） 20 年（167 条）
不法行為 主観的起算点 ３年（724 条１号） ５年（724 条の２）



















を行使できることを知った時から 10 年（168 条１項１号）、客観的起算点


















（29） 　『基本方針』198 頁、『詳解・基本方針Ⅲ』161 ～ 162 頁参照。
（30） 　『基本方針』199 頁、『詳解・基本方針Ⅲ』169 ～ 177 頁参照。


























（31） 　『基本方針』203 頁、『詳解・基本方針Ⅲ』195 ～ 197 頁参照。
（32） 　『中間試案・概要付き』25 頁参照。『ポイント』57 頁参照。



























（34） 　『中間試案・概要付き』26 頁参照。『ポイント』64 頁参照。
（35） 　『中間試案・概要付き』27 頁参照。『ポイント』63 頁、『潮見』48 頁参照。
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　◆時効、除斥期間、出訴制限など、区分の趣旨が不明確な場合が生じないか。
　◆ 「協議を行う旨の合意」（151 条）については、協議合意後は当事者の交
渉力の差が大きく影響すること、協議継続中は本来の時効期間が経過し
ても時効の援用ができない等の拘束が生じうるので、合意後の協議内容
が不当な結果とならないよう留意する必要がある。
Ⅵ　むすび
　　民法総則の領域に限定した場合、民法はどのように改正されたか。
　第 １に、判例法理や学説が明文化された。動機の錯誤、共通錯誤、錯誤等
の第三者保護規定、代理権の濫用、表見代理の畳重適用などがこれに該
当する。
　第 ２に、内容的に変更された。錯誤取消し、動機の錯誤、人身損害と物的
損害の区分、時効期間、除斥期間から時効期間に変更、更新・完成猶予
などの用語が変更された。
　第 ３に、条文が整理された。もとは１か条の条文であったものを数個の条
項に分けて整理した。
　今後の課題として、94 条２項の類推適用、無権代理の相続などのように多
くの最高裁判例が蓄積されている問題について、改正が見送られているもの
も少なくない。また、それぞれの箇所ごとに掲げた検討事項が今後の解釈に
委ねられた。経過措置との関係で、当分の間旧法と新法が並存することにな
り、新法の定着まで、適切な適用に留意する必要がある。
